
 

 

 

 

 

 

 

添 付 資 料 

【たたき台案】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料５ 

 



 

 

 



全体-1 

  
全体１：施設全体の図面 

施設全体の図面 



全体-2 

  全体２：処理フローシート 

処理フローシート 



全体-3 

 

 

 

 

全体３：ごみの分別区分 



工事-1 

  工事１：改良工事の責任役割分担表 

忠岡町 受注者

　

○

○

　

○

○

○

○

○

○

　

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

9)人件費変動リスク ○

10)不可抗力リスク ○

11)行政リスク ○

・石油製品類

・金属製品類

(1)人件費が高騰となった場合

(1)天災の場合

(1)政策方針の変更に伴う操業中止やコスト増大の場合

リスクの具体的な内容

(1)業務内容の拡充の場合

・業務対象施設の追加

･業務範囲の追加

(2)業務内容の縮小の場合

･業務対象施設の削除

・業務範囲の削除

(1)当該事業に関する法令･規制等の変更の場合

･法令等基準値の変更･規制物質の追加

･労働安全衛生法･省令･通達

・資源循環型社会形成推進法の改正によるごみ量減

･ごみ処理有料化によるごみ量減

(1)社会保険制度の変更が有った場合

・社会保険負担率の増

(1)消費税の税制変更の場合

・消費税率の増

1)契約内容変更リスク

2)法令等変更リスク

3)税制度変更リスク

4)社会保険制度(負担
率）変更リスク

・消費税率の減

(1)排ガス公害による賠償請求が有った場合

・緊急停止時の黒煙排出

・バグフィルター破損によるばいじん放出

(1)事故が発生した場合

5)事故発生リスク

7)環境保全リスク

役務分担
区分 分　　　　　　　類

5)第三者賠償リスク

１．共通

8)物価変動リスク

・受注者の責任有

・受注者の責任無

(1)環境に影響を及ぼした場合

・排ガス

・排水

(1)インフレの場合

・ユーティリティー



工事-2 

 

  

忠岡町 受注者

1)計画変更リスク

　

○

○

　○

○

○

○

・搬入ごみ物 ○

･施設の設備機器の運転中 ○

・補修・工事中 ○

・運転監視の不備 ○

・運転監視の不備 ○

・受注者責任有 ○

・受注者責任無 ○

・労働災害による関係所管官庁の停止命令 ○

○

○

○

○

既存○ 受託後○

○

△ ○

・受注者責任有 ○

・受注者責任無 ○

・忠岡町側（供給元）の責に帰すべき事由による供給停止 ○

・受注者の責に帰すべき事由による供給停止 ○

　

・住民からの工事の内容の情報開示請求 ○ △

6)疑義の発生

①情報開示等

(1)疑義の発生 協議

5)工事費増大リスク (3)その他

①盗難関係

②ユーティリティーの停止

(4)地域住民からの苦情･要請

･安全保護具等の不備

・情報の不足

・指導力の不足

・職員の不注意

・安全対策の不備

3)性能リスク

(2)安全管理関係

①施設損傷の場合

②労働災害の場合

(1)工事関係

・経験不足

・人手・人材の不足

①臭気関係

②騒音関係

③排ガス関係

④焼却飛灰関係

(2)工事計画の未達

・受注者責任無

(4)帰責者による事故・火災等の修復

・受注者責任有

・受注者責任無

2)施設損傷リスク

(1)要求性能の未達

(1)点検･整備･補修等の不備

・設備機器のトラブル頻度増

(2)職員（運転･整備員）の不備

・運転･整備ミス

(3)人為災害（火災等）

・受注者責任有

区分 分　　　　　　　類 リスクの具体的な内容
役務分担

２．工事

(1)業務内容変更による場合 協議



工事-3 

  工事２：施設全体の図面（工事範囲） 

施設全体の図面（工事範囲） 



包括-1 

 

 

 

  

忠岡町 受注者

　

○

○

　

○

○

○

○

○

○

　

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

9)人件費変動リスク ○

10)不可抗力リスク ○

11)行政リスク ○

・石油製品類

・金属製品類

(1)人件費が高騰となった場合

(1)天災の場合

(1)政策方針の変更に伴う操業中止やコスト増大の場合

リスクの具体的な内容

(1)業務内容の拡充の場合

・業務対象施設の追加

･業務範囲の追加

(2)業務内容の縮小の場合

･業務対象施設の削除

・業務範囲の削除

(1)当該事業に関する法令･規制等の変更の場合

･法令等基準値の変更･規制物質の追加

･労働安全衛生法･省令･通達

・資源循環型社会形成推進法の改正によるごみ量減

･ごみ処理有料化によるごみ量減

(1)社会保険制度の変更が有った場合

・社会保険負担率の増

(1)消費税の税制変更の場合

・消費税率の増

1)契約内容変更リスク

2)法令等変更リスク

3)税制度変更リスク

4)社会保険制度(負担
率）変更リスク

・消費税率の減

(1)排ガス公害による賠償請求が有った場合

・緊急停止時の黒煙排出

・バグフィルター破損によるばいじん放出

(1)事故が発生した場合

5)事故発生リスク

7)環境保全リスク

役務分担
区分 分　　　　　　　類

5)第三者賠償リスク

１．共通

8)物価変動リスク

・受注者の責任有

・受注者の責任無

(1)環境に影響を及ぼした場合

・排ガス

・排水

(1)インフレの場合

・ユーティリティー

包括１：運転管理の責任役割分担表 



包括-2 

 

 

  
忠岡町 受注者

1)計画変更リスク

・運転効率ダウン ○ △

・連続安定燃焼の確保否（(2)(5)％減以上） ○ △

･処理人口増 ○ △

・処理区域外受入 ○ △

・災害時の受入 ○ △

・薬品･ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰ使用量の増 ○

・ごみ処理量アップ ○

・ごみ処理量減 ○ △

・助燃バーナ使用 ○

･排ガス規制対応増 ○

・設備損傷速度大 ○

・クリンカー損傷発生増大 ○ △

･排ガス処理剤増 ○

・排ガス除去設備（触媒）劣化促進大 ○

･灰処理剤増 ○

・前処理設備要 ○

･ごみ排出量減 ○

・ごみ質（発熱量）低下 ○

・特別管理による受入態勢要 ○

･異臭の発生･飛散 ○ △

３．包括

区分 分　　　　　　　類 リスクの具体的な内容
役務分担

③高質ごみ増量の場合

④大物ごみ増量の場合

⑤社会情勢等によるごみ質変化の場合

⑥社会的緊急処理物によるごみ質変化の場合

(1)計画ごみの変動による場合

①ごみ減量の場合

②ごみ増量の場合

(2)計画ごみ質変動による場合

①ごみ発熱量アップの場合

②ごみ発熱量のダウンの場合

(1)業務内容変更による場合

3)施設損傷リスク

協議



包括-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

忠岡町 受注者

・クレーンの故障 ○

･散気管の故障 ○

・築炉･耐火物損傷 ○

・灰処理設備（ｺﾝﾍﾞｱ等）故障 ○

・排ガス処理設備（ﾊﾞｸﾞﾌｨﾙﾀ等）故障 ○

・弁類（制御･調節弁等）故障 ○

○ △

○ △

○

○

○ △

○ △

○ △

○ △

　

○

○

○

　○

○

・バグフィルター等の損傷

･設備機器の損傷

○

○

３．包括

区分 分　　　　　　　類 リスクの具体的な内容
役務分担

・受注者責任無

・受注者責任有

・受注者責任無

(9)突発･偶発的な機器故障（災害）

①自動制御の暴走

(10)帰責者による事故・火災等の修復

・受注者責任有

・設備機器のトラブル頻度増

(6)職員（運転･整備員）の不備

・運転･整備ミス

(7)収集車・一般持込車の運転の不備

・加害者を特定できない場合の損害

(8)人為災害（火災等）

(4)搬入・受入物の確認（ﾃｪｯｸ）の不備

・引火物の混入

・粉塵爆発物の混入

・毒（ガス含）物の混入

・病原菌発生物（医療系廃棄物）の混入

(5)定期点検･整備･補修等の不備

(2)運転・運転監視中の不可抗力

・築炉･耐火物の落下（脱落）

・制御ソフトの故障

(3)日常点検の不備

・設備機器の点検の不備

・薬品（危険物）の漏洩

①設備の故障

(1)運転･運転監視の不備

不可抗力を除く、事故による施設の損傷の場合

3)施設損傷リスク

協議△

協議△



包括-4 

 

 

 

  

忠岡町 受注者

・搬入ごみ物 ○

･日常薬品管理の不備 ○

･施設の設備機器の運転中 ○

・補修・工事中 ○

・運転監視の不備 ○

･日常薬品管理の不備 ○

・運転監視の不備 ○

･日常薬品管理の不備 ○

○

・受注者責任有 ○

・受注者責任無 ○

・労働災害による関係所管官庁の停止命令 ○

○

○

○

○

既存○ 受託後○

○

○ △

○

△ ○

○

○

○

・受注者責任有 ○

・受注者責任無 ○

・忠岡町側（供給元）の責に帰すべき事由による供給停止 ○

・受注者の責に帰すべき事由による供給停止 ○

・本来管理者が負担しなければならないリスクが発生し、緊急避
難的に処理する為に一時的に支出することとした費用

○

・廃棄物の搬入/搬出車両等による交通環境の悪化 ○

　

・住民からの運転データ、運営コスト等の内容の情報開示請求 ○ △

6)疑義の発生

３．包括

協議

4)性能リスク

5)運営費増大リスク

(1)運営管理関係

(1)要求性能の未達

①臭気関係

②騒音関係

③排ガス関係

④焼却飛灰関係

・経験不足

・人手・人材の不足

・指導力の不足

・職員の不注意

・安全対策の不備

(2)設備機器の維持管理基準未達

・想定外異常

(3)運転計画（稼働率）の未達

①施設損傷の場合

②労働災害の場合

(2)受入ごみ中の異物災害関係

・ガスボンベ、産業廃棄物（金属粉など）が混入した場合

・ごみピット内での火災発生のおそれ

(3)安全管理関係

･安全保護具等の不備

・情報の不足

(6)地域住民からの苦情･要請

①情報開示等

(1)疑義の発生

(4)施設整備費関係

・搬入量増による過負荷処理

・ごみ質変化による過負荷処理

・ごみ処理量アップ

(5)その他

①盗難関係

区分 分　　　　　　　類 リスクの具体的な内容
役務分担

②ユーティリティーの停止

③一時支出の立替

④搬入車両による交通環境の悪化



包括-5 

 

 

■年度別搬入量の予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年度別焼却量の予測 

 

 

 

  

包括２：ごみ搬入量・焼却量の予測 

精査中 

単位：t/年

年度
一般家庭

ごみ
大型ごみ
可燃物

大型ごみ
不燃物

事業系
ごみ持込

事業系
ごみ収集

商店ごみ 缶・瓶 施設ごみ その他
ペット
ボトル

その他
プラ

搬入量

H31年度
H32年度
H33年度
H34年度
H35年度
H36年度
H37年度
H38年度
H39年度
H40年度

単位：t/年

年度
一般家庭

ごみ
大型ごみ
可燃物

事業系
ごみ持込

商店ごみ 施設ごみ その他
ペットボ

トル
焼却量

H31年度
H32年度
H33年度
H34年度
H35年度
H36年度
H37年度
H38年度
H39年度
H40年度



包括-6 

 

 

■月別電気・用水・燃料使用量の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■薬品使用量の実績 

 

 

 

 

 

 

 

  

包括３：施設における用益使用量の実績（平成 29 年度実績） 

灯油 重油 ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ
kWh m3 L L m3

4月 85,424 925 432.9 275 41.6
5月 85,689 870 432.9 430 37.0
6月 80,293 761 99.9 510 29.3
7月 87,596 885 66.6 455 21.1
8月 83,050 833 199.8 570 18.4
9月 80,921 919 333.0 455 23.6
10月 75,035 801 166.5 315 32.1
11月 86,713 1,075 432.9 375 42.3
12月 84,992 1,026 466.2 210 51.5
1月 67,583 620 333.0 210 72.0
2月 69,207 716 199.8 170 77.9
3月 95,435 1,264 466.2 245 76.1
合計 981,938 10,695 3,629.7 4,220 522.9

燃料
用水電気

消石灰 活性炭 ＰＡＣ 高分子凝集剤 キレート 防虫剤 消臭剤

kg kg L ｇ kg L kg

4月 0 0 29.5 157.2 1,000 1.70 1.06
5月 7,220 0 24.2 138.7 880 1.40 0.46
6月 7,060 2,030 23.2 140.0 880 1.02 0.07
7月 0 0 34.0 166.1 680 0.72 0.12
8月 7,220 0 46.7 114.4 760 0.94 0.14
9月 7,100 0 31.7 89.4 840 0.60 0.08
10月 0 0 41.5 117.4 720 0.86 0.34
11月 7,200 0 48.0 120.8 880 0.22 0.12
12月 0 2,020 74.9 125.4 1,200 0.20 0.09
1月 7,000 0 33.2 105.4 660 0.14 0.52
2月 0 0 31.5 109.9 840 0.14 0.07
3月 6,820 0 35.3 131.8 1,920 0.24 0.14
合計 49,620 4,050 453.7 1,516.5 11,260 8.18 3.21

薬品



包括-7 

 

 

■三成分・低位発熱量・単位体積重量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■種類別組成 

 

 

 

 

  

包括４：ごみ質分析の実績 

水分 可燃分 灰分

(％) (％) (％) (kJ/kg) (t/m3)
6月 55.21 39.50 5.29 6,050 0.140
11月 52.23 42.98 4.79 6,790 0.140
12月 52.69 40.87 6.44 6,380 0.104
2月 44.40 49.67 5.93 8,242 0.100
6月 42.86 51.48 5.66 8,619 0.118
9月 46.48 48.12 5.40 7,900 0.170
12月 45.76 50.06 4.18 8,280 0.132
2月 48.00 43.13 8.87 6,919 0.180
6月 51.62 42.86 5.52 6,780 0.161
9月 53.62 43.57 2.81 6,861 0.196
12月 44.83 46.14 9.03 7,564 0.155
2月 31.93 63.50 4.57 11,160 0.128
6月 47.54 46.73 5.73 7,610 0.130
9月 49.28 44.88 5.84 7,220 0.138
12月 41.43 53.56 5.01 9,050 0.140
2月 37.74 52.92 9.34 9,020 0.124
6月 49.31 47.05 3.64 7,620 0.145
9月 55.00 41.61 3.39 6,460 0.152
12月 48.81 46.82 4.37 7,590 0.151
2月 44.65 48.24 7.11 7,970 0.131

低位
発熱量

単位
体積重量

三成分

H25年度

H26年度

H27年度

H28年度

H29年度

紙類 布類 ビニル・皮革類等 木・竹・わら類 厨芥類 不燃物類 その他

(％) (％) (％) (％) (％) (％) (％)

6月 29.94 12.10 29.62 3.18 14.33 5.73 5.10
11月 21.30 4.30 34.00 22.67 9.33 1.70 6.70
12月 30.08 5.28 27.24 18.29 8.94 5.70 4.47
2月 36.33 4.70 36.36 4.32 11.87 5.04 1.44
6月 35.10 17.26 19.94 15.18 5.36 5.36 1.80
9月 40.35 3.95 21.71 25.22 4.17 2.85 1.75
12月 44.69 22.35 12.29 9.50 4.47 3.91 2.79
2月 36.89 7.89 19.40 3.84 23.03 4.05 4.90
6月 47.30 4.11 21.85 11.31 6.43 4.63 4.37
9月 26.15 4.18 17.14 12.53 37.36 0.00 2.64
12月 38.17 8.43 28.57 6.56 6.09 10.77 1.41
2月 38.22 3.20 30.21 10.98 13.27 0.69 3.43
6月 53.95 1.76 15.25 22.58 2.35 1.47 2.64
9月 38.85 8.29 21.43 16.00 12.00 1.43 2.00
12月 48.04 0.49 24.88 15.37 8.05 1.95 1.22
2月 57.25 1.04 23.31 5.44 6.48 5.96 0.52
6月 33.51 3.54 25.34 19.35 15.26 0.82 2.18
9月 35.08 7.60 26.61 21.64 6.73 0.88 1.46
12月 46.63 6.99 17.87 9.07 17.10 1.30 1.04
3月 58.56 1.66 16.85 4.97 9.67 6.08 2.21

種類別組成

H26年度

H27年度

H28年度

H29年度

H25年度
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包括５：施設で実施している点検・検査項目 

設備名 法令 検査又は記録項目 頻度 保存年数
一般廃棄物処理施設 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

　施行規則第4条
施設の維持管理に関する点検、
検査その他の措置の記録作成

3年間

　施行規則第5条 精密機能検査 1回／3年
厚生省通知（環整95号、衛環22号） ごみ質 4回／年

ばい煙 2回／年
労働安全衛生規則第592条 作業環境測定 1回／6月

計量機 計量法
　第19条 定期検査 1回／2年

クレーン 労働安全衛生法
クレーン等安全規則
　第34条 定期自主検査（荷重試験等） 1回／年
　第35条 定期自主検査（異常の有無） 1回／月
　第36条 作業開始前の点検
　第40条 性能検査 1回／2年
　第38条 自主検査等の記録 3年間

第2種圧力容器 労働安全衛生法
ボイラ及び圧力容器安全規則
　第88条 定期自主検査 1回／年
　第88条第3項 定期自主検査の記録 3年間

貯水槽 水道法施行規則
　第23条 内部の清掃 1回／年
　第24条 検査 1回／年

浄化槽 浄化槽法
　第11条 定期検査 1回／年



参考-1 

 参考１：施設運営における帳票 

現在使用している帳票類 


